
神奈川県簡易専用水道及び小規模貯水槽水道事務取扱要領 

 

平成 18 年５月 30 日生衛第 153 号保健福祉部長通知 

一部改正 平成 19 年３月 30 日生衛第 831 号保健福祉部長通知 

一部改正 平成 20 年３月 24 日生衛第 855 号保健福祉部長通知 

一部改正 平成 22 年３月 30 日生衛第 840 号保健福祉部長通知 

一部改正 平成 25 年２月 26 日環衛第 359 号生活衛生部長通知 

一部改正 平成 28 年３月 31 日環衛第 269 号生活衛生部長通知 

一部改正 平成 29 年３月 31 日生衛第 1030 号生活衛生部長通知 

一部改正 令和２年３月 31 日生衛第 114 号生活衛生部長通知 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、次の法令等に定めるもののほか、検査機関、水道事業者及び保健

福祉事務所が相互に連携・協力することにより、簡易専用水道及び小規模貯水槽水道

の衛生を確保することを目的とする。 

(1) 水道法（昭和 32 年法律第 177 号。以下「法」という。） 

(2) 水道法施行令（昭和 32 年政令第 336 号） 

(3) 水道法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 45 号） 

(4) 簡易専用水道の管理に係る検査の方法その他必要な事項（平成 15 年厚生労働省告

示第 262 号。以下「告示」という。） 

(5) 神奈川県水道法施行細則（昭和 55 年神奈川県規則第 40 号） 

(6)小規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する

条例（平成７年神奈川県条例第７号。以下「条例」という。） 

(7)小規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する

条例施行規則（平成７年神奈川県規則第 56 号） 

(8)小規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する

条例の施行について（平成７年６月 23 日環衛第 107 号神奈川県衛生部長通知） 

 

（定義） 

第２条 この要領において使用する用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 「簡易専用水道」とは、法第３条第７項に規定するものをいう。 

(2) 「小規模貯水槽水道」とは、条例第２条第３号に規定するものをいう。 

(3) 「検査機関」とは、法第 34 条の２第２項及び条例第 16 条第２項に規定する検査

を行う機関をいう。 

(4) 「法定検査」とは、検査機関が実施する検査をいう。 

(5) 「水道事業者」とは、法第３条第５項に規定するものをいう。 

(6) 「保健福祉事務所」とは、簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の設置場所を管轄

する保健福祉事務所をいう。 



(7) 「水の供給について特に衛生上問題がある」とは、告示第７の１の３に掲げる事

項をいう。 

 

（検査機関に係る事項） 

第３条 検査機関は、次に定める事項を実施するよう努めるものとする。 

(1) 法定検査の結果、水の供給について特に衛生上問題があると認められた場合は、

設置者に保健福祉事務所の指導が必要であることを説明し承諾を得て、検査結果報

告書（第１号様式）により速やかに保健福祉事務所長へ報告する。なお、設置者が

自ら保健福祉事務所長へ連絡すると申し出た場合は、検査結果報告書等により報告

するよう助言する。 

(2) 設置者が保健福祉事務所長への報告を承諾した法定検査実施施設については、簡

易専用水道検査状況報告書（第２号様式）及び小規模貯水槽水道検査状況報告書（第

３号様式）により毎月とりまとめの上、その翌月の末日までに保健福祉事務所長へ

報告する。 

(3) 法定検査の実施により、設置者が設置届又は給水開始届等必要な届出をしていな

いことが判明した場合は、設置者に対し届出を行うよう助言する。 

 

（水道事業者に係る事項） 

第４条 水道事業者は、次に定める事項を実施するよう努めるものとする。 

(1) 新たに簡易専用水道又は小規模貯水槽水道に給水する場合は、その設置者に対し

て設置届又は給水開始届を保健福祉事務所長へ提出するよう助言する。 

(2) 簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の設置状況について、簡易専用水道及び小規

模貯水槽水道設置状況等報告書（第４号様式）により四半期毎に保健福祉事務所長

へ報告する。なお、これにより難い場合は、別途保健福祉事務所との間で調整する。 

 (3) 簡易専用水道及び小規模貯水槽水道において、人の生命又は身体へ危害を及ぼす

おそれがあると認められる場合は、速やかに保健福祉事務所長へ報告する。 

 

（保健福祉事務所に係る事項） 

第５条 保健福祉事務所は、次に定める事項を実施する。 

(1) 第３条第１号若しくは第２号又は前条第２号若しくは第３号の規定に基づく報告

により、簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の設置者に対して必要な衛生管理に係

る指導又は啓発を行う。 

 (2) 検査機関から検査を実施しようとする地域の簡易専用水道及び小規模貯水槽水道

（有効容量が８㎥を超え 10 ㎥以下に限る。）の前年度末の設置状況又は前年度の届

出状況について提供の依頼を受けたときは、簡易専用水道設置一覧表（第５号様式）

若しくは簡易専用水道届出一覧表（第６号様式）又は小規模貯水槽水道設置一覧表

（第７号様式）若しくは小規模貯水槽水道届出一覧表（第８号様式）により依頼に

応じて提供する。 

 (3) 水道事業者から簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の前年度末の設置状況又は前

年度の届出状況について提供の依頼を受けたときは、簡易専用水道設置一覧表（第



５号様式）若しくは簡易専用水道届出一覧表（第６号様式）又は小規模貯水槽水道

設置一覧表（第７号様式）若しくは小規模貯水槽水道届出一覧表（第８号様式）に

より依頼に応じて提供する。 

 

（県生活衛生課に係る事項） 

第６条 県生活衛生課は、検査機関、水道事業者及び保健福祉事務所の相互の連携が円

滑に行われるよう必要な連絡・調整を行う。 

 

（適用の範囲） 

第７条 この要領は、市及び寒川町の区域に設置された簡易専用水道及び小規模貯水槽

水道には適用しない。 

 

  附 則 

 この要領は、平成 18 年６月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要領は、平成 19 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要領は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 25 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和２年６月１日から施行する。 



第１号様式（第３条関係） 

 

検査結果報告書 

 

年  月  日  

 

神奈川県    保健福祉事務所長 様 

 

            （検査機関又は設置者） 

 

 

                       （担当者     連絡先        ） 

 

（簡易専用水道・小規模貯水槽水道）の管理の検査の結果、次のとおり水の供給について特に

衛生上問題があると認められましたので、報告します。 

 

設置者名 

(設置者が報告す

る場合は省略) 

 

 

           （担当者       連絡先           ） 

建築物の名称  

設置場所  

 

 

特に衛生上問 

題のある事項 

該当番号 

に○をす 

る。 

１ 汚水槽その他排水設備から水槽に汚水若しくは排水が流入し、又はそ

のおそれがある。 

２ 水槽内に動物等の死骸がある。 

３ 給水栓における水質の検査において、異常が認められる。 

４ 水槽の上部が清潔に保たれず、又はマンホール面が槽上面から衛生上

有効に立ち上がっていないため、汚水等が水槽に流入するおそれがある。 

５ マンホール、通気管等が著しく破損し、又は汚水若しくは雨水が水槽

に流入するおそれがある。 

６ その他水の供給について特に衛生上問題がある。 

具体的な状況 

検査年月日：   年  月  日 

 

 

 

※検査結果（点検表等）の添付でもかまいません。 



第２号様式（第３条関係） 

 

簡易専用水道検査状況報告書 

 

年  月  日  

 

 神奈川県    保健福祉事務所長 様 

 

                 （検査機関） 

 

 

                       （担当者     連絡先        ） 

 

 

 水道法第 34条の２第２項の規定に基づき実施した管理の検査について、報告します。 

                             （    年   月分） 

No. 建築物の名称 設置場所 
設置者氏名（法人等の

場合はその名称） 

受水槽有効

容量（㎥） 

検査年

月日 
備考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

※備考欄に保健福祉事務所長への設置届の届出状況（届済、未届の別）等を記入する。 

 

 

設置者が保健福祉事務所長への報告を承諾しなかった施設     件 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第３条関係） 

 

小規模貯水槽水道検査状況報告書 

 

年  月  日  

 

 神奈川県    保健福祉事務所長 様 

 

                 （検査機関） 

                     

 

                       （担当者     連絡先        ） 

 

 

 小規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例第 16 条

第２項の規定に基づき実施した管理の検査について、報告します。 

                             （    年   月分） 

No. 建築物の名称 設置場所 
設置者氏名（法人等の

場合はその名称） 

受水槽有効

容量（㎥） 

検査年

月日 
備考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

※備考欄に保健福祉事務所長への給水開始届の届出状況（届済、未届の別）等を記入する。 

 

 

設置者が保健福祉事務所長への報告を承諾しなかった施設     件 

 

 

 

 

 



第４号様式（第４条関係） 

 

簡易専用水道及び小規模貯水槽水道設置状況等報告書 

 

年  月  日  

 

 神奈川県    保健福祉事務所長 様 

 

                 （水道事業者） 

 

 

                       （担当者     連絡先        ） 

 

 

 次のとおり簡易専用水道及び小規模貯水槽水道が設置（新規・廃止・変更）されましたので、

お知らせします。 

                    （   年   月 ～    年   月分） 

No. 
建築物の 

名称 
設置場所 

設置者氏名（ 

法人等の場合

はその名称） 

受水槽 

有効容 

量（㎥） 

設置 

等年 

月日 

建築物 

の主た 

る用途 

新規・廃 

止・変更 

の別 

備考 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

※備考欄に連絡先（電話番号）等を記載する。 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第５条関係）

簡易専用水道設置一覧表（　　　年度末全施設）

　　　　　保健福祉事務所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

特定建築物
該当の有無

設置者住所（法人等の
場合はその所在地）建築物の名称No

設置者氏名（法人等の場合は
その名称）設置場所

受水槽有効
容量(㎥）

建築物の
主たる用途



第６号様式（第５条関係）

簡易専用水道届出一覧表（　　　年度）

　　　　　保健福祉事務所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

No
設置者氏名（法人等の場合は
その名称）設置場所

受水槽有効
容量(㎥）

建築物の
主たる用途

新規、廃止、
変更の別

設置者住所（法人等の
場合はその所在地）

特定建築
物該当の
有無建築物の名称



第７号様式（第５条関係）

小規模貯水槽水道設置一覧表（　　　年度末全施設）

　　　　　保健福祉事務所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

建築物の
主たる用途

設置者住所（法人等の場
合はその所在地）建築物の名称No

設置者氏名（法人等の場合は
その名称）設置場所

受水槽有効
容量(㎥）



第８号様式（第５条関係）

小規模貯水槽水道届出一覧表（　　　年度）

　　　　　保健福祉事務所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

新規、廃止、
変更の別

設置者住所（法人等の場
合はその所在地）建築物の名称No

設置者氏名（法人等の場合は
その名称）設置場所

受水槽有効
容量(㎥）

建築物の
主たる用途


